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1．　はじめに
　本稿の目的は、Katz＆vaianが提唱した性能と互i換
性のトレードオフに関する技術戦略の視点より、パソ
コン市場への参入から1980年代までのApple社とBM
社の製品設計を対象として分析を行うことである。パ
ソコン市場は1975年に発売されたAltair・8800を嗜矢と
し発展し、Apple社は1977年、　BM社は1981年に同
市場に参入したが、この参入に関して二つの企業が採
った技術戦略は対称的であり、その差異は1980年代に
投入された製品でも確認することができる。本稿では
まず互換性の重要性を導くネットワーク外部性につい
て触れ、続いて互換性と性能のトレードオフ及びそれ
が存在する場合の二つの技術戦略について述べる。さ
らにApple社そしてBM社の事例について触れ、最後
に総括と今後の課題について述べる。
ll．ネットワーク外部性
1．　RohlfS（1974）
　Artle＆Averous（1973）は電言舌サービスを対象に、圃言
サービスにおいて加入者の増加がそのサービスの加入
者への効用を増加させ、そのことがさらなる加入者を
招き、そのサービスの継続的な成長を持続させること
を示した。
　Rohlfs（1974）はこれを受けて、通信市場におけるより
詳細な需要側の分析を行い、全ての個人（利用者と非
利用者）の効用最大化と矛盾しない利用者集合である
「均衡利用者集合」の概念を導入した。また所与の価
格に対して複数の均衡が存在することを指摘し、サー
ビスの存続可能性とスタートアップ問題について論じ
た。
　あるサービスが提供する価値はそのサービスへの加
入者の数に依存している。そのため、もしサービスの
価格がサービスの提供する価値に見合わなければ加入
者はそのサービスへの参加を取りやめ、そしてそのサ
ービスが提供する価値は減少する。このサイクルが繰
り返されることでそのサービスの規模は縮小し、いず
れはサービスを維持することができなくなるだろう。
2．　　Katz＆Shql）iK）（1985）
Katz＆Shapiro（1985）はネットワーク外部性を持つ
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市場の分析を行った。以下ではその基本的なネットワ
ーク外部性を持つ製品やサービスを3つに分類してい
る。
①その効用が加入者の数に依存する電話ネットワー
クのように、利用者の数が直接的に効用に影響を与え
る通信サービス。
②供給されるソフトウェアの量と種類が販売された
ハードウェアの台数に影響を受けるため、利用者の数
が間接的に効用に影響を与えるハードウェア製品。
③アフターサービスの規模がその製品の効用を高め
る耐久消費財。
　分類①は「財・サービスの本質的な性格から同じ財・
サービ．スを需要するものの数が直接的に消費者の効
用関数の中に入ってくる」ことから直接的外部性と呼
ばれるものであるi。主な例としては電話ネットワーク
などの通信サービスが含まれる。これらが加入者に与
える効用は、そのネットワークへの加入者の数に依存
している。
　分類②はネットワークの加入者の増加がそのネット
ワークに対して供給される補完製品の多様性や価格に
影響をもたらし間接的に加入者の効用を増大するもの
である。一般的な例としては、ビデオ・ゲーム機など
が含まれる。
　分類③は自動車などが含まれる。保守や整備などの
サービスを提供するネットワークの存在が利用者に対
するその製品の価値を高めるため、利用者はそのサー
ビスを提供するネットワークの規模を製品の魅力とし
て認識する。しかしながら松村・栗本・小林（1994）
が指摘するように、耐久消費財の効用は主にその製品
の利用から生じるものであり、ネットワークへの加入
がもたらす効用は補助的なものでありli、分類①と分類
③は、その製品あるいはサービスが提供する効用に占
めるネットワーク効果の害恰の差異として解釈可能で
ある。つまり、効用がほぼネットワーク効果に依存す
るものが分類①であり、ネットワーク効果が補助的な
ものにとどまるのが分類③であるということである。
このように分類①と分類③をほぼ同一のものとみなせ
ばネットワーク効果は以下の二つに再分類することが
できる。
A）その製品やサービスの利用者の数の増大がその
製品やサービスの効用を高める直接的ネットワーク外
部性
B）その製品やサービスの利用者の数の増大がその製
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品やサービスに対して提供される補完財の多様化や価
格の低下をもたらし、そのことによりその製品やサー
ビスの利用者の効用を高める間接的ネットワーク外部
僅
　さて、ネットワーク外部性を二つに分類したわけで
あるが、本稿では間接的なネットワーク外部性に関し
て論じるため、直接的ネットワーク外部性についてこ
れ以上触れないこととするfs’。
　同じ補完財を使用でき共有できる製品同士は同じネ
ットワークに属していると考えることができるため、
製品間の互換性の存在は間接的ネットワーク外部性に
おいて重要であると考えらえる。しかし、互換性が同
時代の製品間で存在するのか、あるいは異時代間のつ
まり過去の製品との間で存在するのかを考慮する必要
があるだろう。依田（2001）はある一時点での消費者間
で作用するネットワーク外部性を「水平的ネットワー
ク外部性」、異時点間での消費者間で作用するネットワ
ーク外部性を「垂直的ネットワーク外部性」と呼び、
区別している。本稿ではそれに従い、同時代問で作用
する間接的ネットワーク外部性を「水平的間接的ネッ
トワーク外部性」、異時代間で作用する間接的ネットワ
ーク外部性を「垂直的間接的ネットワーク外部性」と
呼び区別することにする。
3．　エボリューション戦略とレボリューション戦略
Katz＆vanan（1999）は、ネットワーク外部性が機能す
る市場における二つの技術戦略を提唱した。新製品あ
るいは新技術の性能を、互換性を犠牲にしてでも既存
の製品と比較して大幅に高めることで置き換えを目指
すレボリューション戦略と、性能の向上を抑える代わ
りに互換性を保ち消費者の乗り換えを容易にするエボ
リューション戦略である。これら二つの戦略の存在は、
性能と互換性はトレードオフの関係にあるという基本
的な事実から導き出されるものである。もちろん互換
性と性能の両方を実現した製品が理想であるが、その
両立は困難である。しかし本稿では両立戦略も存在し
うるとし、それをハイブリッド戦略と呼ぶことにする。
　パソコンはRohlfs（2003）vが述べているようにネット
ワーク効果の分類Bつまり間接的ネットワーク外部性
を持つ製品である。ユーザーがパソコンから受けるベ
ネフィットは、そのパソコン上で利用できるソフトウ
ェアや周辺機器すなわち補完財の使用から生じるもの
である。よって、それらの多様化や価格の低下はユー
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ザーのベネフィットを増大させるからである。一方で
補完財の欠如は、そのパソコンがユーザーに与えるベ
ネフィットを大きく制限し、その普及の大きな障害と
なる。すなわち、ユーザーに提供するベネフィットが
少ない製品はユーザーに購入されず、それゆえに補完
財の提供者は補完財を供給する意思を持たず補完財が
供給されないといったサイクルが繰り返される所謂チ
キン・アンド・エッグ問題が生じるのである。
　このため新しいアーキテクチャを持ったパソコンを
市場に投入しようとする企業は、互換性に関する問題
に注意を払う必要がある。もしすでに市場に存在する
パソコンとの互換性を持った、つまり垂直的間接的ネ
ットワーク外部性を持ったアーキテクチャの製品を市
場に投入できるのであれば、補完財の欠如により生じ
る問題を解決することができるからである。
　しかしながら互換性は極めて重要であるが、互換性
が提供する既存の補完財の利用だけがパソコンが提供
するベネフィットではない。より高い性能が実現する
処理時間の短縮やより優れたソフトウェア、より使い
やすいユーザー・インターフェイスなどもベネフィッ
トである。故にパソコン・メーカーは性能あるいは機
能の向上にも励まねばならない。
次章ではApple社及びBM社の製品を事例として取
り上げ、ソフトウェアとの互換性の観点からエボリュ
ーション戦略とレボリュL－一一一ション戦略のどちらに位置
づけられるかを述べる。
lll．互換性と性能のトレードオフによる製品
　　戦略の分類
　本章ではApple社のApple　H及びMacintOsh、そして
BM社のIBM　PC（Personal　Comput∋r），IBM　PC　XT、　BM
PC　ArそしてBM　PSρ（Personal　SySem12）のそれぞ
れをエボリューション戦略あるいはレボリューション
戦略のいずれかに基づく製品であるか分類する。また
それに先立ち、互換性の対象となるApple社及びIBM
社のパソコン市場参入以前に形成されたソフトウェア
資産について述べる。
1．　rvficrosoft　BAslcとcPIM
　パソコン市場を生み出した製品はMITS社が1975
年に発売したAltair　8800である。この製品はCPU
（Ceritral　Processing　unit：中央演算処理装置）として
lnte1・8080を採用していたが、現代のパソコンとは異な
り、標準ではキーボードやモニタなどは付属せず、ユ
一ザーは筐体に取り付けられたスイッチを操作し命令
を読み込ませ実行し、その結果を筐体前面に位置する
ライトの点灯で知らされるという原始的な製品であっ
　後にMcrosoft社を興すPaUl・AllenとBi皿Gatesは、プ
ログラミング言語の一種であるBASIC言語をAltair
8800に移植した。このBASIC言語はうまく動いたた
め、MnTS社の創業者であるEd　RobertsはこのBASIC
のライセンスを受ける決断をし、Ntair　8800の標準プ
ログラミング言語として採用した。このMicrosoftの
Altair・8800用BASICは当時主流の記憶媒体であった紙
テープによって広まり、1970年代のパソコン市場にお
けるプログラミング言語のデファクト・スタンダード
となり、rVlicrosoft　BASICで書かれたソフトウェア資産
が形成された。
　Ntair　8800とMicrosoft　BASICによって低価格のハー
ドウェアとソフトウェアの開発環境が揃ったが、パソ
コンが実用的なものとなるには実用的なOSの存在が
不可欠であった。それを補ったのがGaly　K皿dallによっ
て開発されたCP／Mである。
　CP／Mはlhtelの8080やそれと互換性をもったマイク
ロプロセッサを搭載したマシンに対して高い移植性を
誇ったためlnte18080やその互換品を搭載したマシン
に次々に移植され、現代のWmdowsのようにCP／Mは
8ビットマシンのデファクト・スタンダードOS
（Qperating　System：基本ソフト）となり、シろテム・
ソフトウェアは標準化された。
　CP／MによってOSが標準化されるとともに、　CP／M
をターゲットとした多くのソフトウェアが供給される
ようになった。CP／Mは標準化された方法で異なった
ハードウェアへのアクセスを提供したため、CP／M用
に書かれたプログラムはわずかな修正で異なる機種で
利用することができたためである。幅広く利用される
ようになった最初のワープロソフトであるWordStar、
／」・型コンピュータ用のデータベースソフトウェアであ
るdBASEなどがCP／M用に開発され販売されるよう
になり、また数多くのゲームもCPIMに移植された。
　このように、1970年代末期にはrvfierosoft　BASICや
CP／Mを対象として開発されたソフトウェア資産の蓄
積がなされたのである。
2．Apple社の事例
本節ではApple社の二つの製品、　Apple　HとMacintosih
を取り上げこれらがレボリューション戦略に基づく製
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品であると分類し、それによってApple社の製品戦略
がレボリューション戦略によるものであると述べる。
　　　　（1）．　Apple　H
　Apple社は1977年にApple　IIをもってパソコン市場
に参入したわけであるが、このApple　Hは性能向上を
重視したレボリューション戦略を採用した製品である
と位置づけることができる。
Apple　Hが発売された1977年には既にlnte1・8080を採
用したAltair　8800が存在しており、またMerosoft社の
BASICがプログラミング言語の標準的地位を獲得し
ていた。このためApple社には、　Ntair　8800やその互
換機が築きっっあったソフトウェア資産の活用を目的
としそれらとの互換性を重視してCPUにlnte1　8080を
採用しフ゜ログラミング言語にMcrosoft　BASIcを採用
する選択肢が存在したはずである。しかしながら
Apple社は、　CPUにMOS　Technology社のMOS　6502
を採用し、プログラミング言語には自社製のIriteger
BASICを採用した。このためMi㎝）soft　BASICを使用
して開発されたソフトウェアをApple】1で利用するた
めにはソフトウェアの書き換えが必要となり、また
lhte18080を対象としてアセンブリ言語で記述された
ソフトウェアはApple　Hでは使用することができなか
った。
　このように新しい製品アーキテクチャに基づく
Apple　ll導入の際にレボリューション戦略を採用した
Apple社であるが、　Apple　H　PIusを始めとするその後
継品ではエボリューション戦略を採用し起これら後
継品はメモリ容量の拡大やMicrosoft社からBASIcの
ライセンスを受けて開発されたApplesoft　BASICを
ROMに搭載するなど漸進的な改良が施されていた。
　　　　（2）．Macintr）sh
　Apple社が1984年に発売したMacintOshは同社の
Apple　llや、　CP∠Mを採用した8ビット・パソコン、そ
して1981年にBM社が発売したBM　PCなど既存の
パソコン製品群とは異なるマイクロプロセッサ、異な
るOSを採用し、　GU【（Graphical　User　lhterfaoe）を低価
格で実現しGU【ベースのPC市場の先駆者となり一定
の成功を収めた。一方でそのような先進性の代償とし
て、Apple　H、　CP／M、　BM　PCのいずれとも互換性を
持たずそれらが蓄積したソフトウェア資産を活用する
ことは出来なかった。このような歴史的事実から
MacintOShはレボリューション戦略を採用した製品と
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位置付けることができる。
Apple　Hに漸進的な改良を加え製品ラインナップを
拡大したのと同じように、Apple社はMacintOshにも漸
進的な改良を施していった。1984年9Aには搭載メモ
リを増やしたMacintOsh　5　12Kが発売され、以降も互換
性を維持した改良型が投入され、1987年にはMotorola
社の新しいプロセッサであるMC68020を採用した
Macintosh　llが発売された。プロセッサを変更しカラー
化が施されるなど大幅な改良が加えられたMacintOsh
Hであるが初代M自dntosh以降のシリーズとの互換性
は維持されており、垂直的補完的ネットワーク外部性
を利用できるエボリューション戦略に基づく製品であ
った。
3．IBM社
　本節ではBM社がパソコン市場への参入のために
開発したBM　PCおよびその後の主要な機種を技術面
から検討することで、IBM社のパソコン戦略をエボリ
ューション戦略と位置付ける。まずBM社がパソコン
市場に参入したBM　PCを取り上げ、続いてBM　PC
XTとBM　PC　Arを、そして最後にBM　PS／2を取り上
げる。
　　　　（1）．IBM　PC
　BM社のパソコン市場への参入は1981年に発売し
IBM　PCによってなされたわけであるが、この製品
はエボリューション戦略を採用した製品であると位置
づけることができる。それは製品の主要な部品である
マイクロプロセッサやOSの選択から明らかである。
BM　PCではlhte1社の16ビットのマイクロプロセッ
サであるlnte1　8088が採用された。このlnte1　8088は同
社のiItel　8086マイクロプロセッサの外部ベスを8ビ
ットに制限した製品であり、lhte1　8086とソフトウェア
上では完全な互i換性を持っていた。lItel　8086及びlnte1
8088はCPIMマシンで多く採用されたlnte18080ある
いはそれと互換性を持つZilog社のZ80といった8ビ
ットのマイクロプロセッサと直接の互換性は持たない。
しかしながら、lnte1　8086はlntel　8080との互換性を強
く意識して設計されており、Inte1　8080用にアセンブリ
言語で書かれたプログラムはわずかな手直しでIlte1
8086に対応させることができた。またlnte1　8080用に
書かれたアセンブリ言語のソースコードをlnte18086
用のソースコードに機械的に変換するソフトウェアで
あるトランスレーターも提供されていた。このため、
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lnte18080をターゲットとして開発されたソフトウェ
アをlnte1・8086あるいはlnte1・8088に移植することは容
易であったのである。
　もしBM社が性能向上を最優先するのであれば
Apple社がLisaおよびMacintOshで採用したモトロー
ラ社のマイクロプロセッサMC68000を採用する、あ
るいはzilog社のZ8㎜を採用する方が技術的に合理
的であった。16ビットプロセッサーであるlnte18088
を採用したのは、互換性の維持を重視した選択である。
　またBM　PCではMcmosoft社のDOS（Disk　Qperadng
System）が標準OSとして採用されたわけであるが、
このDOSはCP／Mとの互換性を強く意識した設計がな
されていた。DOSはSeaUle　Computer　Prodncts社がlhtel
8086向けに開発したCP∠Mを模倣したQDOS（Q磁ck
and　Dirty　Qperating　System）をマイクロソフトが買収し
改良を加えたものであるが、このQDosはJoAme
WbOdcock（1988）によれば「CPIM－80のファンクション
とコマンドの構造を模して」Viおり、さらに完成した
DOSは「CPIM－80のように見え、そしてそのように動
作」し、「ソフトウェアが利用できるシステムコールに
おいて、CP／MとMS－DOSはほぼ1対1に対応してい
た」のであるni。このためCPIMをターゲットとして
開発されたソフトウェアをDOSに移植することは容
易であり、WordStarやdBASE　llなどCPIM用の人気の
あったソフトウェアの多くがDOSに移植された。さ
らにBM　PcはMicrosoftのBAsIcインタープリタを
R」oMに内蔵しており、Mierosoft　BASIC用に記述され
たソフトウェアを使用することができた。
　このようにBM　PCはエボリューション戦略に基づ
く製品であった位置づけることができる。またBM社
は1983年にIBM　PC　XTを、1984年にBM　PC　Arを
発売した。これらの製品はそれぞれ機能の拡張や性能
の向上が図られていたが、BM　PCに対する後方互換
性は確保された。
　　　　（3＞IBM　PS／2
　1987年に発売されたBM　PS／2はhIte1　286の保護モ
ードを対象に開発された新しいOSであるOS／2面
（Q国a血gSy曲2）や32ビットのマイクロプロセッ
サであるlnte1・386、そして32ビット幅の新しいバスで
あるMCA（Micro　Channel　ArChitectUre）を採用し、　IBM
pc以降BM　PC　Arまで引き継がれてきたアーキテク
チャからの脱却を図ったラディカルな製品設計がなさ
れており、レボリュ・一一一一ション戦略に基づく製品である
かのように見える。しかしながらソフトウェアの互換
性という観点から評価すれば、不完全ではあるものの
既存のDOSのソフトウェアとの互換性を維持してお
りエボリューション戦略に位置づけることもできる。
よって本稿ではBM　PS／2をハイブリッド戦略である
と位置づける。しかしながら、BM　PS／2はlnte1・386を
対象にOS／2を開発しなかったことやBM　PCで採用さ
れBM　PC　Arで16ビット幅に拡張されたArバスと
の互換性を維持する機構を持たなかったことから、こ
の製品は互換性と性能向上の両立に失敗した。
IV．事例分析
　さてこれまで本稿では互換性と性能に関する技術戦
略についてApple社及びBM社の製品をそれぞれレボ
リューション戦略、エボリューション戦略そしてハイ
ブリッド戦略のいずれかに位置づけてきた。
表1はApple社、表2はIBM社の製品について互換
性と性能（CPUのビット数）及び機能、そして戦略に
関してエボリューション戦略、レボリューション戦略
あるいはハイブリッド戦略のいずれかを採用したかに
っいてまとめたものである。
　本章ではこれらのまとめに従いそれら戦略がどのよ
うな影響をもたらしたのかにっいて述べる。
表1Apple社製品のまとめiX　x
A　le皿 A　leH　Ph】sMacintoshMacintosh　n
MS　BASICとの互換性 無
?
高 、　　　古　　同
CP／M用ソフトウェアとの互換性 搬 短 無 無
AbHとの互換性
?
無 無
IBM　PCとの互換性 無 無 無 無
CPUのビット数 8 8 32 32
機能 カラーグラt　・’　ス ROM内蔵BASICGUI カラー化
発売年 1977 1979 1984 1987
戦略 Revo Evo Revo Evo
表21BM社製品のまとめiX
1BMPC［BMPCXTIBMPC　ATIBMPS12
MS　BASICとの互換性 高
? ?
高
CP／M用ソフトウェアとの互換性
?
高 高
?
bHとの互換性 無
?
無 無
IBM　PCとの互換性 高 高
?
CPUのビット数 16 16 16 32
機能 高品質キーボード HDD 16ビツトバス 32ビットバス
発売年 1981 1983 1984 1987
戦略 Evo 氾VO Evo H協
1．　Apple　ll
　図1が示すように発売が開始された1977年のApple
Hの売り上げは570台であったが、翌年には7600台を
売り上げ設置べ一スは8170台となり、1979年に4万
3270台、1981年には30万台を超えるまでとなり非常
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に大きな成功を収めたXi　Xi。この成功は性能及び機能
の向上によるものである。
図1Apple皿の販売台数と設置ベース（単位は100台）
出典：Linzmayer，　O，　W＆Hayashi及びStevenWeyhrich（2002）
より作成
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性能に関してApple　llはCPUとしてAltair　8800が採
用していたhnte18080と比較してより高い性能を有し
ていたMOS　6502を採用しており、またカラーグラフ
ィックを表示する能力も有していた。
　機能面での最大の相違は完成品であるかどうかであ
る。Ntair　8800は半完成品の組み立てキットの形で販
売され購入者が自ら半田こてを使用し組み立てる必要
があり、その利用者はハードウェアに関する知識を要
求された。またソフトウェアに関してもその初期には
ユーザーは自らプログラミングを行うことでソフトウ
ェアを入手する必要があり、ユーザーにはソフトウェ
アに関する知識も要求されたのである。このように
Ntair　8800はハードウェアとソフトウェアの両方に関
する知識をユーザーに要求したため、その対象となる
ユーザーは極めて少数に限られていたのである。
Apple　IIは組み立てキットとして販売されたNtair
8800とは異なり完成品の状態で販売され、キーボード
やディスプレイ出力端子、プログラミング言語である
BASICを内蔵したROM（Read　Only　Memory）が搭載
されており、購入者はテレビモニタに接続するだけで
Apple　r【を利用することが可能であった。またカセット
テープ接続ポートが用意されており、製品初期にはカ
セットテープが、Apple　ll用のフロッピーディスクドラ
イブが発売されてからはフロッピーディスクがソフト
ウェア流通のメディアとして利用され、ユーザV－一・は自
らソフトウェアを開発する必要性から解放された。こ
のようにApple　IIはハL－一一一ドウェアとソフトウェアの双
方に関して深い知識を持っエンジニアやホビィストで
はなく、一般消費者にも利用可能なコンピュータとな
ったのである。
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　このような潜在的な利用者層の拡大は、おそらく既
存のソフトウェアとの間の互換性に関する問題の一つ
であるスイッチングコストの問題を解消させたのであ
ると考えられる。つまり、新たに生まれた利用者層は
既存のソフトウェア資産を所有しておらず、それ故既
存製品との間に互換性を持たない新しい機種を購入す
ることへの抵抗が極めて小さいあるいはゼロであると
いうことであり、それ故既存製品との互換性の欠如が
Apple　H購入の障害とならなかったということである。
　互換性の欠如から生じるもう一つの問題であるチキ
ン＆エッグ問題であるが、おそらくApple　Hの普及初期
には発生していたと考えられる。先に触れたように
Apple　Hの販売台数は販売初年度には570台にとどま
っており、売り上げが伸び設置べ一スが増大するのは
Apple　H用のソフトウェアが充実、特に世界最初の表計
算ソフトであるVisiCalcが発売されてからであり、お
そらくはソフトウェアの欠如がその導入を制限してい
たのであろう。
　しかしながら、カラーグラフィックをサポートする
などハードウェアが非常に強力な性能を持っていた
App短Hには、強力なグラフィック性能を生かしたゲー
ムソフトが多数開発、移植され急速にソフトウェアが
整備されたため、Apple　llの売り上げがクリティカルマ
スに到達せずに失速するという事態は避けられたので
あろう。
　そして世界初の表計算ソフトであるVisiCalcなどが
Apple　Hをターゲットとして開発され、消費者はこれら
のソフトウェアを利用するためにApple　Hを購入する
ようになり、Apple　Hの普及は加速したのである。
VisiCalcはホビーユース中心であったパソコンの使用
目的にビジネス用途を付け加え、重要なターニングポ
イントとなった。つまり、技術的な素養を持たない人々
や企業が購入者層に加わったのである。
Apple社の創業者の一人であり、Apple　Hの開発者で
もあるWozniakは当時のことを次のように述べている。
　「セールスの現場では～奄siCalcを欲しいという人が
押し寄せました。中小企業の経営者たちはこう言いま
した。　　　「Apple　Hを買ったら、経理のことをコ
ンピュータがすべてやってくれたぞ。そのソフトウェ
アがVisiCalcで、　VisiCalcを動かせるのはApple　Hだけ
なのさ」とね私は表計算を使うユーザーではありま
せんでしたから、ハードを設計する際には、表計算の
ことなど考えたこともありませんでした。それなのに、
現実には表計算ソフトの登場によってApple　Hの利用
”fソコン暢におグる孟
　　　　　　　　　　　　　　齢　丈
1θ社と1BM産の友繊解〆ごついでの一考察／
範囲が大きく広がったのです」）ciii
　このようにレボリューション戦略を採用した競合製
品を上回る性能と、そして購入者層を拡大したことに
より互換性の欠如というレボリューション戦略の問題
点を克服し、高いシェアを獲得することに成功したの
である。
2．　MacintOsh
　MacintoshはApple　Hと同様のレボリューション戦略
を採用したわけであるが、Apple　Hのような成功を
Apple社にもたらすことはなかった。図2はApple社
の1980年以降のシェアの変動を示したものである。
1981年の時点では14％のシェアを獲得していたが
1982年以降10％を割り込んでいることが示されてい
る。ではなぜそのような差異が生まれたのであろうか。
図2Apple社及びIBM社のシェア変動（単位は％）
出典：LangloiS　Richard　N．（1992）p．35より作成
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　レボリューション戦略に基づき普及価格でGUIを
提供したMacintOshは、そのOSにMacintoshの画面表
示をすべて行うQUickl）rawと呼ばれる画像描画ルーチ
ンを搭載していた。Quickl》rawのようなグラフィック
APIを備えていないOS、例えばDOSなどではプログ
ラマーは自らグラフィック処理機能を作成する必要が
あったが、MacintOshを対象としたソフトウェアの開発
者はQuickl］trawの機能をプログラムから呼び出すこと
で画像表示機能を利用することができた。また
MacintOshは画面の表示と印刷の結果が一致する
WYSIWYG（What　You　See　ls　What　You　Get）が実現さ
れていた。このようにMacintOShは当時としては優れ
たグラフィック処理能力を有していたのである。
　1984年に設立されたAldus社はPageMakerと名付け
られたMacintOshの優れたグラフィック処理機能を活
用したぺL－一一一ジレイアウトソフトを開発した。このソフ
トは出版物や印刷物のページ内のレイアウトを設定す
ることができ、それぞれ別の専門業者に委託していた
編集、製版といった作業をMacintOsh上で行うことを
可能にした。とはいえMacintoshのWYSIWYGは比較
的低いDPI（Dot　Per　Ihch）に限られており、そのまま
では出版用途のごく一部にしか使われることはなかっ
ただろう。しかし、それを変えたのがPostS（；riptであ
る。
Adobe社は1984年にPostScriptと名付けられたペー
ジ記述言語を発表した。これは画像を生成する一種の
プログラム言語である。どこに何を描くのかをプログ
ラムとして記述し、それをPostScriptインタープリタ
が解釈して実行することで画像が生成されるのである。
この方式の利点は、画像を点の集合体として扱うビッ
トマップ方式とは異なり特定の解像度に依存しないた
め、出力装置の持つ最高の解像度で出力することがで
き、またサイズを変更してもイメ・一一一ジが劣化すること
がないことである。こうした特質ゆえに品質が求めら
れるグラフィック用途に適するのである。
Apple社はPostS（）riptインタープリタを同社のレーザ
・一一一・vリンタであるIamwrikrに搭載した。また、　Aldus
社もPageMakerにPostS（ガptの出力機能を与えた。こ
れにより、それぞれ別の専門業者に委託していた出版
業界の作業工程が少人数で且つ同じ場所で行えるよう
になり、こうしたコンピュータ上での出版の作業工程
はDTP（Deskmp　PutbkShing）と呼ばれ急速に普及した。
DTPという用途を開拓したMacintOshはこの分野に関
しては先発者となり独特の地位を築くことに成功した。
　しかしながらMacinωshはApple　Hのような高いシ
ェアを獲得することは出来なかった。その理由として
はBM　PCの存在が大きな影響を与えていると考えら
れる。16ビットパソコンを1981年に発売したBM社
は8ビットパソコンからの脱却ではApple社に先行し
た。また他社から互換機が発売されたBM　PCは設置
ベースを増やし、それらの結果として補完製品を先に
充実させたIBM社はより多くのユーザーを引き寄せ
Apple社のシェアを失わせたのである。
　IBM　pcに対する発売の遅れが、　MacintOshがシェア
を伸ばすことができなかった理由の一っであるが、も
う一つの問題としてはソフトウェア資産の充実が遅れ
たことも挙げることができる。レボリューション戦略
の採用がApple　H用のソフトウェアなど既存の資産の
活用を不可能にしたほか、GUIを採用したMacintOsh
用のソフトウェア開発には従来のCUI（Charam　Usu
lhterface）とは異なった開発手法が必要となり、新しい
手法への熟練の必要性がMacintOsh用のソフトウェア
の速やかな供給を阻害したのである。
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　このようにレボリューション戦略を選択した
MaCintOshは、グラフィック処理に強いGU【パソコン
の先駆者となりDTPという用途を開拓し、その分野で
は先発者となり標準的地位を獲得した。しかしそれ以
外の分野では後発者であり、また後方互換性が確保さ
れなかったため間接的ネットワーク外部性が十分に機
能することはなく、それゆえにニッチな存在となった
のである。
3．　IBM　PC及びBM　PC）ff、　BM　PC　Ar
　図2が示すようにBM社のシェアは1981年の参入
から1985年まで順調に増大した。この成功はエボリュ
・一一・・Vョン戦略による製品投入初期における補完製品の
活用、性能向上による専用の補完製品の獲得、そして
互換製品の登場による設置ベースの増大に伴う補完製
品の供給の増大によるものと考えられる。
　BM　PCではCPIMを採用した8ビット・パソコン
との互換性を強く意識した設計がなされていたことは
すでに述べたとおりである。このためWordStarや
dBASE　HなどのCPIMで人気のあったソフトウェアが
短期間でBM　PCに移植された。また8ビット・パソ
コンにおいて標準的存在であったMicrOSt）ft　BASIcを
採用したことでこれを対象にしたソフトウェアも使用
することができ、BM　PCはその発売当初から補完製
品を利用しやすい状況にあったのである。
　しかしながら、実際に歴史的結果としてIBM　PCの
普及を後押ししたのはロータス社から発売された表計
算ソフトである】レ）tus　1－2－3であった。　LOtUs　l・2－3は
BM　PC専用に開発されたソフトウェアであり、　BM
PCの標準搭載より多量のメモリを必要としたものの
高速な動作を実現していた。このため1．otus　1－2－3を使
用するためにBM　PCを購入するユーザーが続出し、
発売から三か月でBM　PCの売り上げが3倍に伸びた
】dV
B
　16ビットのマイクロプロセッサであるlnte18088は
8ビットのマイクロプロセッサと比較してより広いメ
モリ空間を利用することができ、また「lhte18088は
lnte1・8080Aと比較して4倍から6倍高速である」とイ
ンテル社が述べている「vように処理速度の面でも性能
が向上しており、使用可能なメモリ量の拡大と処理速
度の向上により、より高速でより大きなテーブルが使
える表計算ソフトを開発することができたのである。
そしてそのような優れたソフトウェアの存在がIBM
PCへの需要を高めたのである。
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　そして最後の成功要因はIBM　PC互換機の登場であ
る。BM　PC互換機がCOMPAQ社をはじめとする様々
な企業から発売されたことによりBM　PCを対象にし
た補完製品の供給が活発化し、BM　PCとその互換機
がユーザーに与えるベネフィットが増大したのである。
この水平的間接的ネットワーク外部性の影響は、IBM
社が本来意図したものではないが、結果としてBM
PCの普及を後押ししたのである。
　BM　PCとの互換性の維持を重視したIBM　PC　XT及
びBM　PC　ArについてもBM　pcと同様に互換機が各
社から発売された。その結果それらの機種ではBM
PCとの互換性による垂直的間接的ネットワーク外部
性と互換機間での水平的間接的ネットワーク外部性の
二つが有効に機能し豊富な補完財の利用が可能になり、
それらはデファクト・スタンダードとなったのである。
　一方で図2が示すようにBM　PC互換機の普及が進
んだ1986年以降BM社のシェアは低下した。消費者
が望むのは豊富なBM　PC用の補完製品を利用できる
パソコンであり、それがBM社製である必要は必ずし
もなかったからである。
4．　BM　PS／2
　ハイブリッド戦略を選択しlnte1　386やMCAの採用
などハードウェアの性能向上を図りながら、マルチタ
スクやGUIを導入しDOSソフトウェアとの互換性を
維持したOS／2を採用したBM　PS／2であるが、しかし
ながらこのハイブリッド戦略は有効に機能しなかった。
　MS－DOS用ソフトウェアは保護機能が存在しないこ
とを前提に設計されており、保護機能が働くlnte1　286
のプロテクトモードで動作するOS2上での動作には
問題が生じるため、OS／2ではDOS用ソフトを実行す
る際にリアルモードへ切り替える機能が搭載された。
しかし種々の制限が存在するためDOS用ソフトの動
作に関してOS／2はDOSの代替とは成り得ず、　DOS
との互換性を維持することによるチキン＆エッグ問題
の回避を困難iにした。
　OS2はDOSとは全く異なるOSであり、提供され
た新しい機能を活用するには専用のソフトウェアを必
要とした。しかしながらOSρ専用のソフトウェアの
供給は二つの要因によって阻害された。一っ目は
Microsoft社のWindowsの存在である。1985年に発売
されたWindowsはその初期には完成度の低さで普及
することはなかったが、独自のAPI（Application
Programming　lnterface）であるWin16　APIを定義した。
”ぐノコン1方捌こおグるオ
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ここで問題となったのがWin16　APIはOS2のAPIと
異なっており、Winl6　APIを使用して作成されたソフ
トウェアはOS／2で動作しなかったということである。
WTndowsはOS／2が普及するまでのつなぎの製品であ
るというのがMerosoft社の公式の説明であったが、ソ
フトウェア開発者にとって実際に普及を始めている
WmdowsとそうではないOS2のどちらにソフトウェ
アを供給するべきであるかは明白なことであった。二
つ目の問題は、OS／2は5年後のOSであるという「評
判」である。osnの登場時に「osnの普及はハード
ウェア環境やアプリケーションが整う5年後」とする
論調が様々なメディアに載り廟、このことがソフトウ
ェアの供給を妨げた要因となったのであろう。5年後
に普及するOSに対して「今」ソフトウェアを供給す
る誘因をソフトウェア開発者は持たないであろうから
である。
　またBM　PCで採用されたPCバス、そしてBM　PC
Arで16ビット幅に拡張されたA】「バスに対しMCA
が後方互換性を持たなかったことも問題となった。こ
れらのバスに対応した拡張カードをMCA採用機種で
は使用することができなかったためである。このよう
にBM　PS2はソフトウェア資産とハードウェア資産
の両方で垂直的間接的ネットワーク外部性の利用に制
限があったのである。
　IBM　PCの普及にはBM　PC互換機の存在が貢献し
たと考えられるわけであるが、IBM社はBM　psnの
導入にあたってマシンの各部にBM社の知的所有権
が及ぶ設計を施し、互換機メーカーに対しIBM　PS2
互換機を製造するならBM　PS／2互換機だけではなく
これまでに製造したBM　PCやその後継機の互換機に
も5パーセントのライセンス料を支払うことを要求し
たXVII。このためBM・PS／2ではBM　PCとは異なり互換
機を販売するメーカーはほとんど現れることはなく、
互換性のある製品の増大に伴う補完製品の供給の増大
という水平的間接的ネットワーク外部性による恩恵を
受けることはかなわなかった。
　このようにハイブリッド戦略を選択したIBM　PS2
であるが、互換性の維持が不十分であるために垂直的
間接的ネットワーク外部性を有効に機能させることが
できず、GUI採用パソコンとしては後発であるために
需要を呼び起こすような専用のソフトウェアを獲得す
ることはかなわず、そして高額なライセンス・フィー
は水平的間接的ネットワーク外部性の活用を阻害し、
BM　PCのようにデファクト・スタンダードとなるこ
とは出来なかった。このためBM社はまず1991年の
BM　PS／lでIBM　PC　Arに近い設計を採用し、そして
1994年にBM　Ps／2を打ち切り、　BM　Pc　Arを発展さ
せたBM　PCシリーズによって置き換えた。
V．終わりに
　本稿では、パソコン市場における性能と互換性に基
づく技術戦略の検証としてApple社とBM社を取り上
げた。Apple社のApple　HとMacintOshの成功はレボリ
ューション戦略による新市場開拓の成功例であるが、
一方で特にMadintoshの初期の販売の低迷はその戦略
の脆弱さの証明でもある。IBM　PCの成功はエボリュ
ーション戦略の有効性を示すが、一方でBM　PS2の
失敗はハイブリッド戦略を達成することの困難さを示
している。
　このように本稿ではKatz＆vahanの「互換1生一性能」
モデルを用いて検証を行ったが、彼らは性能とは何か
を明確には定義していない。また、性能や互換性の尺
度を明確に測定する方法も示されていない。ある製品
がどれだけ性能を指向して設計されたか、あるいはど
れだけ互換性を指向して設計されたかの判断は、外部
からの観測で見極めることは困難であろうと思われる
ため、ヒアリング調査などが必要とされるだろう。こ
れは今後の課題の一つである。
　またKatz＆V面anぱ性能と互換性にオープンとクロ
L－一・Yドの評価軸を加えた四種の戦略を提示している。
本稿ではオープンとクローズドの面からの分析は行っ
ていないが、BM　PCの普及にはBM　PC互換機の存
在が大きな影響を与えており、その理解にはオープン
とクローズドの視点からのアプローチが必要である。
さらに製品アーキテクチャ論など他の技術戦略論との
組み合わせによる分析についても未着手である。これ
らの問題点は今後の課題としたい。
【注】
i依田高典・廣瀬弘毅・江頭進（1995），18ページ。
li松村・栗本・小林（1994）
hi　Liebowitz＆MargohS（1994）は、間接的ネットワーク
　外部性は市場メカニズムを通じて機能する金銭的外
　部性にすぎないと指摘している。また価格の低下の
　原因が特定できないにも関わらず、ユーザー数の増
　加と製品やサービスの価格の低下が同時に起きるケ
　ースをネットワーク外部1生によるものと論じるのは
誤りであると述べている。
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Wしかしあるファイルフォーマットが他のファイルフ
　ォーマットと比較して普及することなどは直接的ネ
　ットワーク外部性から論じられるべきであり、プラ
　ットフォーム間の普及の度合いの差を説明するには
　直接的ネットワーク外部性と間接的ネソトワーク外
　部性の両方が必要とされるだろう。
VRoh脆（2003）邦訳，p．25．
vi　Wbodc㏄k（1988），　P．19。
v亜 翌香@d（x）ck（1988），　P．20．
diﾁに断りがない場合本稿ではOS／2とはOS2　verl　．x
　を指す。
ix互換性に関して、「高」、「中」、「無」の三段階で評価
　している。「高」が最も高く「無」が最低である。ま
　た’IEvo”はエボリューション戦略を”Revo”はレボリ
　ューション戦略を、Hシbddはハイブリッド戦略を表
　している。
xApple　I【及びApple　H　PIusはMicrosoft社カミ販売して
　いたZ－80・SoftCardを拡張スロットに挿入することで
　CP∠M用ソフトウェアを使用することができたが、
　Apple　H本体の機能ではないため互換性は「無」であ
　るとした。
xi　Linzmyer＆Hayashi（2006），　pp．102－103．
xi　Weyhrich（2002）
’ciii鞄c洋・大培敦（1996b），54－55ページ。
癬相田洋・大培敦（1996b），143ページ。
xv@lnte1（1979），　PP2－3．
miｯ野友彦（1991），255ページ。
細Cringely（1992）邦訳，　p．304．
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